別記様式第2号の3(第13条関係)
既存不適格調書
　　年　　月　　日
申請者(建築主)　住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　
　次の既存建築物を現地調査した結果、事実に相違ありません。
調査年月日　　　　　　　年　　月　　日
調査者　建築士事務所名　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　
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注　1　「不適格部分」欄には、不適格項目(延べ面積、動力、台数、容量等)について数値を記入してください。
　　2　記入欄が不足する場合は、適宜欄を追加し記載するか、又は別紙に記載し添付してください。
